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今月のトピックス

2004年学校給食全国集会 パネルディスカッション

合理化通知から20年目～今考える学校給食の諸問題

学校給食ニュース 2004年４月号
発行：学校給食全国集会実行委員会 http://www1.jca.apc.org/kyusyoku E-mail maki@jca.apc.org

２月９日の学校給食全国集会報告を３回に渡ってお届

けしました。今号は、午後のパネルディスカッションです。1

985年の文部省（当時）合理化通知から20年目を迎え、ＰＦ

Ｉ、クックチルなど新たな合理化について意見を交換しまし

た。本記録は、録音テープを元に、学校給食ニュース編集

の文責でまとめたものです。

司会 野田克己（全国学校給食を考える会事務局長）

パネラー 木村千恵美さん

（自治労現業評議会学校給食部会事務局長 調理員）

パネラー 宮本諭さん

（世田谷区太子堂調理場勤務 学校栄養士）

パネラー 牧下圭貴（学校給食ニュース編集責任者）

野田：今回の全国集会には大きな柱がふたつあります。

ひとつは、食べものの安全で、今私達が何を考えて、

何をしなければならないかという問題提起で、遺伝子組

み換えの問題を中心に考えました。学校給食用パンは、

ほぼ全量が北米産です。遺伝子組み換え小麦の問題は、

学校給食を直撃します。この動きに対しては、私達は絶

対に反対だという気持ちを全国で持たなければいけませ

ん。何をしたらよいのか？ 団体署名をしたり、国会にデ

モに行ったり、力を合わせる動きも必要です。しかし、

日々、子ども達に出す給食の中で、何をしたらよいので

しょう。これに対しては、各地で地場型の学校給食に取

り組まれ、国産や地場産の小麦、米を使用したパンが作

られています。

この集会でも、毎年、地場型学校給食づくりをしてい

きましょうと呼びかけてきました。地域でつくった小麦を

子ども達に食べてもらうことほど教育的効果を持つ給食は

ありません。遺伝子組み換え小麦が輸入されるようにな

っても、自分達は地域の人達とともに、地域の農産物を

食べていきましょうと、はね返していくことができます。

集会のふたつめの柱は、合理化問題です。1985年に

当時の文部省から出された合理化通知をきっかけに、こ

の集会ははじまりました。学校で働いている栄養士や調

理員、食べものの安全性や学校給食に関心を持つ市民

団体や保護者が垣根をこえて、この合理化通知の問題を

共有し、運動を一緒にすすめるかを考えるきっかけづくり

として、全国集会を開催しました。センター化の問題、

パート化の問題、民間委託の問題は、学校の外にいる

保護者や市民の立場からは、学校の中の問題としてよく

分かりません。分からないために、不安が募ってきます。

この不安に対して、学校の中で現場で働いている人達に、

自分たちの持っている情報や自分達はこうありたいという

信念を発信をしてもらい、それを共有し、共有するだけ

でなく、地域ごとに、学校の外と内とが考えや情報を共

有できる関係をつくっていこうというのが、集会の目的で

す。

３年ぐらい運動をがんばれば何とかなると思っていまし

た。しかし、気がつくと20年経っています。この20年間で

も特に民間委託の動きが、各地で年を追うごとに加速度

的に進んでいます。集会に参加されている方々は、その

ことに歯がゆい思いをされていると思います。私もその

ひとりです。自分達の運動が、どれくらいの効果をもたら

してきたのか、反省すべき点は多々あると思います。
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しかし、この運動を通して、学校給食のもつ教育とし

ての可能性にはいろんな広がりがあると共有できました。

私達の地道な取り組みの成果です。

20年をそれぞれの組織、それぞれの立場で振り返り

ながら、今起こりつつある問題に、ひとつひとつ地道に

取り組んでいかなければならないことを確認したいと、

パネルディスカッションを開催しました。

まず、パネラーの方々から自己紹介をかねてお話をい

ただきます。

■食の安全に責任の持てる体制を

木村：自治労学校給食部会事務局長の木村です。文部

省の学校給食合理化通知から20周年ということで、自治

労の立場で発言します。私は鹿児島市の単独校で調理

員をしています。私が調理員として採用されてちょうど20

年経ちました。当時は、訳も分からないまま労働闘争に

参加し、その後役員を担って今まで活動してきました。

今振り返ってみると、私の労働運動は常に合理化と隣り

合わせだったと感じています。

午前中の基調提案と重なりますが、学校給食をめぐる

合理化の経過を簡単に述べていきます。1954年に旧文部

省は学校給食法を制定し、学校における児童生徒の健

全なる育成と、地域社会の食生活の形成を担うために、

学校給食を教育の一環として位置づけ、自治体などの

設置者が運営の責任を果たすことを示しました。1981年、

国が設置した第二次臨時行政改革調査会（いわゆる臨

調）が民間活力の導入を強調し、臨調行政として押し進

めてきました。1985年に旧文部省が、学校給食業務の運

営の合理化を通達し、一転して学校給食の民間委託や

共同調理場の推進を打ち出してきました。1996年、病原

性大腸菌O-157による食中毒が発生し、

1997年９月、旧文部省保健体育審議会は、学校給食に

おける合理化と安全性が一体のものでないことを明確に

しました。学校給食の今日的意義、調理体制の検討、

食に関する指導体制に答申しました。しかし、地方自治

体の多くは財政悪化を理由とした民間委託や、市町村合

併による合理化を推進し、正規の調理員の代わりに身分

の不安定な臨時職員、パート職員を拡大している現状に

あります。

さらに2003年７月18日付で文部科学省スポーツ・青年

局学校健康教育課長から各都道府県教育委員会宛に学

校給食の運営の合理化について事務連絡文書が出され、

1985年に通達した合理化をさらに後押しするような国の姿

勢が見られています。

食教育の充実を唱えながら、一方で行政の責任を放

棄するような国の手法には矛盾を感じています。これま

での民間委託の手法だけでなく、建設維持管理運営等

を民間の資金や経営能力、技術的能力を活用するＰＦＩ

方式、民間非営利活動法人のＮＰＯに業務委託するなど

の動きもあらわれています。

特に、最近の事例として、新潟県新津市でＰＦＩによる

学校給食センターの建設・委託が労使交渉のないまま

に強行に進められているようです。

1985年の国の合理化通知にもうたってある設置者が直

接責任を持って実施すべきであるから委託の対象としな

いこととしている献立の作成についても委託しようとして

いる考えです。

自治労としては、このような手法は決して許すことはで

きません。新津市の事例を認めれば全国的に波及する

おそれがあると考え、早急に対応を協議して、抗議行動

や文部科学省交渉を行う予定になっています。

これから自治労として取り組む姿勢を述べたいと思い

ます。自治労は、これまで学校給食を教育の一環として

とらえ、学校給食が果たす役割と責任を意識しながら、

直営だからできる取り組みと安全対策を主張して、学校

給食が抱えている様々な課題を解決しながら、質の向上

をはかり、教育の一環としての学校給食の質の低下を招

く安易な合理化を決して許すことの内容に取り組んでまい

りました。具体的な事例として、給食調理員の正規職員

配置の取り組みです。近年ますます学校給食に対する安

全性や多様化が求められているなかで、調理業務は安

全衛生管理の知識や調理技術の向上、長年の経験が必

要な職種となっています。学校給食法にもあるように設

置者である自治体が責任を果たす意味からも、調理業務

に正規職員を配置することは当然です。自治労は毎年、

学校給食職場の実体にあった配置基準に見直すよう文部

科学省交渉を行ってきました。国の見解としては、最終

的には人員配置は各自治体の判断によるものとして、配

置基準の改正に手をつける意志はいまだに示していませ

ん。しかし、今後も子ども達のための責任ある学校給食

を提供していくために、文部科学省交渉を強化して調理

員の配置基準改正の取り組みを行っていきます。

次に、食品の安全に関する取り組みがあります。これ

まで、1999年に遺伝子組み換え食品の安全性、2000年に
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塩化ビニール手袋などによる環境ホルモン問題、2001年

に牛海綿状脳症（ＢＳＥ）問題、2002年に無許可食品添

加物使用や食品表示偽装、輸入食品の防腐剤使用問題、

2003年年末にはアメリカでのＢＳＥが発生し、2004年早々

には鳥インフルエンザと、食品をめぐる問題が相次ぎ情

報の交錯による消費者・食品関係者の混乱を招きまし

た。学校給食職場においても、いまだに牛肉を使用して

いないところがあります。自治労としては学校給食職場、

保育職場、病院職場、福祉職場の調理員で食グループ

会議を構成し、特にＢＳＥの発生時以降は厚生労働省な

どの省庁ヒアリングを強化し、食の安全に責任が持てる

省庁の設置を求めてきました。2003年５月に食品安全基

本法が成立、７月には内閣府内に食品安全委員会が設

置されました。しかし、依然としてすべての食の問題を

解決するには十分なものとはなっておりません。

これからも自治労は、子ども達の学校給食などの食の

安全を確保するため、国に対して正確な分析と判断、情

報の早急な伝達を求めていきます。また、環境ホルモン

などの人体に及ぼす影響が解明されていない給食の食

器や遺伝子組み換え食品については、これまで通り「疑

わしきは使用せず」を基本に取り組んでいきます。

学校給食に求められる意義は時代とともに変化してき

ています。戦前・戦後の救済的な意味合いはもはやなく、

現在は教育の一環として位置づけられています。さらに

は生活スタイルの変化によって、ファスト・フードやイン

スタント食品の普及がかなり進んで、朝食をとらなかった

り、個食になったりするなか、１日のたった１食である学校

給食が日本や地域の食文化を継承する場にもなっていま

す。家庭で、地域の郷土料理を作らなくなったと言われ

ていますが、学校給食では必ず季節の料理や郷土の料

理、地元でとれた旬の食材を使用して給食を提供してい

ます。これがまさに食教育と言えると思います。私達は

給食の調理に携わりながらそのことを伝えていかなけれ

ばなりません。

自治体の財政悪化、市町村合併によって学校給食が

あんいに民間委託され、将来を担う子ども達が犠牲にな

っている現状です。

四者共闘は、それぞれの団体としての活動はあります

が、子ども達の学校給食については共通認識をもって引

き続き日本の学校給食の理想のあり方を求めていかなけ

ればならないと考えています。自治労としては、日本の

食文化の継承のためにも、さまざまな組織と連携をとり

ながら、子ども達の学校給食を守っていきたいと思いま

す。

■学校内のコミュニケーションが必要

宮本：世田谷区太子堂学校給食調理場に勤務している栄

養士の宮本です。まず、私ごとですが、ちょうど合理化

通知が出た次の年に、この仕事につきました。その年、

東京ではめずらしいところですが、島民300人の島に赴任

しました。小中併置の１校のみです。組合活動もなけれ

ば、外の情報もまったくないところで、１教育委員会、１

学校、東京からの情報も入ってきませんでした。そこで、

学校栄養士としてのはじめの一歩を踏み出しました。そ

こで得たのは、「地域を学ぶ」ことでした。学校給食で

仕事をしていく上で大切なのは、地域を知ることでした。

自分の生活もはじめての地域では、子ども達、保護者、

地域社会みんなで子どもを見守っていました。ここに７年

おりました。それから東京本土に戻り、1000人近い学校

を担当、日教組にも加入し、「地域で学ぶ」ことを知りま

した。島の７年間は、学校・家庭・地域という言葉がな

くても、島外品なら船が来なければありませんし、食べ

ものの安全性、食べものの流通、食べものの大切さをす

べて理解し、会話をしなくても、子ども達の給食につい

て共通理解ができていました。

東京という地元に帰ってきたとき、学校・家庭・地域

という文部省の言葉が痛いほど耳に飛び込んできました。

何を言っているのだろう、もともと当たり前のことではな

いかと考えていましたが、地域が広くなり、都市化され

ると、流通がすべてとなり、大量生産・大量消費の構図

が学校給食にも存在しており、経済至上主義となり、選

ぶものも飽和状態でいくらでも業者が持ってくるという姿

がありました。その中で、組合に入り、まず、学校で一

生懸命現場を守り、家庭に話を持っていき、家庭から地

域に話をする、地域から都道府県に持っていき、みんな

でもって食などを守ることを学びました。

次に、私は教育委員会に５年ほどおりました。ここでは、

行政の知識のなさ、意志決定の簡単さ、文部科学省が

こう言えば、都道府県がその通りに動くというセクション

で、過去に学んだものを精一杯役立て、行政の中で一

人組合のようにがんばってきました。

今、世田谷に戻り、太子堂調理場にいます。東京都2

3区のなかで、世田谷区と練馬区だけが自校方式とセン

ター方式をもっており、世田谷区はあと10年でセンター
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方式を自校方式に切り替えるとの方針がでています。し

かし、そのセンター方式に調理の民間委託が導入され、

区の職員が３名、都の県費負担職員が２名、民間の委託

会社調理員が38名、運転手が９名、ボイラー１名という変

な構造をもった組織ができあがっています。そこではじ

めて感じたのは、こんなに仕事をしてくださる民間の方

々が、黙っている不思議さです。

行政が勘違いしているのは、民間委託することが、い

いことであるという論理です。これは、机上の空論です。

民間委託にすれば、契約会社の人達は黙って一生懸命

働いてくれますが、そこで働く人達の賃金をみれば、き

わめて安く、20歳代の女性の給料が平均化されて契約さ

れているというのが現状です。しかし、労働条件として

は、会社があれもします、これもしますと契約を結びま

す。

各地から報告があるとおり、結果的に民間委託は高値

安定となっていきます。最初は、会社側がやりますよと

言って安くやりますが、安い賃金で厳しい労働が続くこと

はあり得ません。現場の栄養士も何でもやっていいとい

う教育委員会の言葉をうのみにしますと、食具が箸、ス

プーン、ナイフ、フォークと４つ並んでついたり、食器が

３つもついたりと、子どもにとっていいことかも知れません

が、それが続いていくかどうか、まったく検証されていま

せん。その結果、翌年、契約単価が上がっていく、よく

なる、よくする、単価が上がるという構図になっています。

1985年は、経済が上向きの時期でした。今また合理化

通知を文部科学省により確認されていますが、これは民

間に対し、委託に乗って行けと、厳しいご時世の中での

要請であり、事務的なエゴでしかないと考えます。

私自身、現場にいて民間の方がだめとは思いません

が、条件が整わない中で、民間企業の社員にはそうとう

なしわ寄せが来ています。学校の中でも少数職種が割

を食う状況にあります。同じ職場でもなかなか表に出ら

れず、株式会社の人達が中に入って、教職員という大

人とのコミュニケーションがとれないにも関わらず、子ど

もとのコミュニケーションはとれません。子ども達のため

に学校給食が完全には優遇されていない中で、今のよう

な悪条件がつくられていくと、ますます、いがみ合いなど

が出てきて、心の通った学校給食ができあがるとは思え

ません。

今、日本の中で13％の民間委託が入っています。しか

し、まだ、今なら見直しができると思っています。子ども

達にとっても、働く民間企業の方にとっても必要なことで

す。これまでの直営の調理員の苦労と経験を生かしてい

くことが必要だと思います。

野田：このあとビデオを上映します。宮本さんたちが、民

間委託問題にからんで、保護者に理解を求める目的でつ

くられたそうです。港区の学校給食現場からの報告です。

宮本：１年前、まだ教育委員会にいるとき、日教組の関係

で港区の方から連絡をいただき、「いよいよ民間委託が

入ります。これに対し現場として保護者に、今学校給食

がこれだけがんばっているということを知って欲しい」と、

ビデオの素材や写真をいただき、これで訴えて欲しいと

頼まれました。保護者の方々に、学校給食についてもっ

と知って欲しいと、編集したものです。シナリオもなにも

ありませんでしたが、学校給食が自然に支えられている

ことなどが分かると思います。

ビデオ上映：（略）

野田：宮本さんが編集されたものだそうです。結果的に

ここまでやっても民間委託になっています。しかし、この

ビデオには大きな説得力があると思います。数年前、本

集会でも八王子で学校給食と教科で鮭の学習を行ったビ

デオもありました。こういう情報発信は大切です。

次に、学校給食ニュースの牧下さんには、民間委託

や合理化の現状について整理し、報告、提起していただ

きたいと思います。ひとつは、裁判の動きです。民間委

託の動きが加速し、行政は、民間委託でコストを安く、

質は落ちないと説明します。保護者の立場からすると、

安く、質が落ちなければ民間委託もしかたないのかも知

れないけれど、不安があるというところです。しかし、そ

うではなく、民間委託自身が教育として間違っているの

だと、千葉県市川市、大阪府堺市、東京都杉並区の３

カ所で民間委託に異議を申し立てる訴訟を起こしていま

す。このあたりのことを解説していただきます。

次に、京都市で話題になっているクックチル方式につ

いてです。クックチルとは一体どういうものなのか、食の

安全性を考える市民の側から、何が問題なのかについて

説明していただきます。

３つ目に、先ほどから話題に出ている新潟県新津市の

ＰＦＩ方式です。ＰＦＩとは何か、説明をしていただきたいと
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思います。

■千葉県市川の裁判から見えてきたもの

牧下：学校給食ニュースの牧下です。学校給食ニュース

で得た情報をもとに、過去20年間のことではなく、昨年

の出来事を中心に話をします。昨年は、わずか１年間で

過去20年間のことがひととおり出てきた年でした。学校

給食ニュースをはじめて、７年目となります。地場産や地

域食材を使う学校給食についての情報は、年を追うごと

に増えています。取り組みが増え、注目もされていると

いうことです。もうひとつ、多くなっているのは民間委託

の情報です。ここ２年ほどで民間委託を行う、あるいは検

討するという情報が急増しています。また、食の安全に

ついてさまざまなことが起こり、一言では理解できないよ

うな難しい問題が起きています。

その中で、2002年５月現在、調理の民間委託が13.4％

となりました。この集会でも、10％がひとつのラインであ

り、それを超えないようにと取り組んできました。もうひ

とつのラインが20％です。給食受託業者の話として、20

％のシェアを取れば、あとはどれだけでもシェアを増や

すことができると、かつて発言していました。10％を超え、

20％に向かって民間委託が増えていることを確認しておき

たいと思います。

この中で、合理化、民間委託に対し、様々な反対す

る取り組みが行われてきました。そのひとつが裁判です。

千葉県市川市、大阪府堺市、東京都杉並区です。まず、

最初に千葉県市川市で提訴され、地裁判決が出されま

した。2002年に門前払いの形で棄却され、まったく言い

分を聞いてくれなかったため、東京高等裁判所に控訴し、

担当の弁護士が、裁判所に対し、書面だけで判決を決

めるのではなく、現場の声を聞き、現場を見るべきだと

の主張を行い、その結果、証人尋問で栄養士の話を聞

くなど、一応の裁判の形になりました。2003年９月、控訴

審の判決が出されました。結果は、民間委託の差し止

めとはなりませんでした。しかし、よく判決を読んでみる

と、民間委託について単純に直営から置き換えられるも

のではないと、裁判所が一定程度認めました。判決文

の中で、

「もっとも、学校給食においては、衛生・安全の確保、

必要な運営改善措置等が特に求められるところであり、

上記体育局長通知（合理化通知のこと）でも、この点が

留意事項として示されている」として、質の低下はあっ

てならないとしています。

この合理化通知には法的根拠はありません。学校給食

法に明確な規定がないため、裁判所としても、このこと

についてこれ以上書きようがありません。裁判所は、法

律に基づいて判断するもので、法律を超えて、社会的に

こうあるべきだという判断はなかなかやってくれません。

市川市について原告側は、民間委託の数年間に異物

混入が多く発生しており、直営では特に変化がなく、民

間委託は質の低下を招いていると主張してきました。被

告の市川市側は、委託されると学校給食協議会が開か

れ、すべての出来事を報告しているものの、直営の場合、

そういう小さな出来事を報告しておらず、重大事故のみ

報告する義務があるため、この差が出るのだと主張しま

した。しかし、市川市では民間委託された時点ですべて

の学校に同等の報告を求める義務を課しています。市川

市の弁護士が自分達のことをよく理解していなかったとし

か思えません。この点について、裁判所は、「給食事故

は児童生徒の健康に直接影響をもたらすものであるから、

絶対に起こってはならないものであり、原因の究明、お

よび有効な改善策の実施が緊迄の課題であることは言う

までもない。その上で、学校給食の民間委託にあたって、

不特定多数の給食業者の参加を求め、競争によって受

託業者を選定することは適当でなく（つまり、一般競争

入札は適当ではない）、価格の有利性をある程度犠牲に

しても、資力、信用、経験、理解等を備えた受託業者を

選定し、契約を締結する方法をとることが教育目的を積

極的に達成する上でより妥当であると考えられる」と表現

しています。裁判の勝ち負けとしては微妙な表現ですが、

少なくとも、ただ安ければ民間委託を導入することは間

違いだと、判決前文で述べています。このあたり、一審

の門前払いに比べれば、学校給食が非常に重要であり、

安易な民間委託に警鐘を鳴らすことができたのではない

かと思います。

もちろん、裁判として負けは負けですから悔しい思い

をしています。

杉並の方もまもなく判決が出るということです。今後も

情報をまとめていきます。

■ＰＦＩ丸投げ委託給食

次に、ＰＦＩについてお話しします。

その前に、木村さんよりＮＰＯの話が出ました。少し説

明させていただきます。ＮＰＯとは、特定非営利活動法
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人のことで、ＮＰＯ法ができたことで、営利を目的をしな

い市民活動をするところにも法人格を与えるようになりま

した。福祉やデイケアなどでＮＰＯ法人として活動を行っ

ているところが多数あります。これらは、ＮＰＯという「民

間」です。

新潟県の十日市町でＮＰＯ法人と町が契約をして、Ｎ

ＰＯ法人に調理を委託しました。中身を見てみると、ＮＰ

Ｏ法人の事務局長をしているのはその町の元教育委員

会の方で、調理スタッフは当時の臨時職員などを採用し

ており、その結果安くなった、人件費が下がったというこ

とです。第三セクターなどと近いような形で、ＮＰＯ法人

というしくみを利用しているものだと思います。

このように調理の民間委託は、単に業者・企業への委

託だけではありません。一昨年には、岡山市でＰＴＡに

調理を委託するという話がありました。これは結局実施さ

れませんでしたが、様々な手を使い、なんらかの形でコ

ストを下げようとする。このコストとは、行政にとって固定

費である人件費の部分を外部委託費の形でつけかえるこ

とで、行財政の悪化を見かけ上よくするというのが主た

る目的で行われています。

その究極の形として、新潟県新津市のＰＦＩが持ち上が

っています。

ＰＦＩとは何か、簡単に説明します。

ＰＦＩとは、プライベート・ファイナンス・イニシアティブ

の略称です。日本語では、民間資金等活用事業と訳さ

れています。これは内閣府がすすめているもので、定義

では「公共施設等の建設（学校や体育館なども）・維持

管理・運営等を民間の資金、経営能力、および技術能

力を活用して行う新しい手法で、これらを活用することに

よって国や地方公共団体が直接実施するよりも、効率的

かつ効果的に公共サービスを提供できる」というもので、

このようなものをＰＦＩでやりなさいということです。学校な

どもいくつかＰＦＩで行われていますが、これは建設と管

理です。学校給食でも、島根県八雲村の学校給食セン

ターがＰＦＩ手法で建設され、建物の管理はＰＦＩのための

特別目的会社が行っています。調理は直営です。千葉

市の大宮学校給食センターでも同様に進められていま

す。これは調理の委託も含んでいます。埼玉県川越市、

福島県川俣町は計画を中止しました。

一番大きな問題が新潟県新津市です。こちらは、完

全丸投げＰＦＩです。どれくらい丸投げかと言うと、小学

校７校、中学校３校、幼稚園５園の4200食つくるセンター

を2005年４月供用し、20年後に解体するまですべてを特

別目的会社にお願いするというものです。１社と契約して

やってもらいます。ここには、施設の設計・建設・保守

・解体だけでなく、調理、献立案作成、食材購入を特

別目的会社が行うことになっています。新津市は、給食

を購入するだけです。特別目的会社と20年間の給食購

入計画を立てて、購入します、だから、これだけの金額

でやってくださいということです。建設費ではなく、毎年

の購入費で利益を上げ、償却してくださいというもので

す。ＰＦＩとはそういうものです。そこで供されるサービス、

この場合学校給食を買う金額の中で原則的に建物の建

設や運営をまかなってください、もちろん、いくつかの特

別な予算は出します。それがＰＦＩのしくみです。地方公

共団体の側は一度にお金を出さなくて済みます。見た目

上ですが。そういうしくみが喜ばれているわけです。

丸投げの中身で、献立案の作成ですが、献立は会社

が作ります。それを教育委員会に持っていき、教育委員

会が承認します。これで献立を教育委員会がつくってい

るのと同等だとしています。これがひとつ目の大きな問

題点です。次に、この献立は、幼稚園から中学校までま

ったく同じです。量の差以外にまったく違いはありません。

食材は、基準は新津市側で出します。しかし、献立と

の関係もあり、どこからどういう風に買うかというのは特

別目的会社が自由に選べることになります。

アレルギー対応は卵のみです。

食育も、特別目的会社が行うことになっており、ひと

つは肥満と小児成人病への対応、もうひとつは、味覚教

育への対応。このふたつが新津市の考える食育だそうで

す。

衛生管理基準は、2003年３月末に出された新しい基準

ではなく、旧基準のまま見積もりや契約をしようとしてい

ます。

これが概要ですが、もはやこれは給食ではないと思い

ます。

まずは、ＰＦＩのしくみについて、この問題の大きさを説

明させていただきました。

■クックチル、事前調理方式

長くなりますが、もうひとつあります。クックチルにつ

いてです。

すでに、学校給食では秋田県鷹栖町でクックチルが

2003年秋から導入されたはずです。東京都の定時制高
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校でも行われており、たとえば、麺類が献立から消えま

した。京都市の養護学校でも民間委託でのクックチル方

式が検討されています。

クックチルは、学校給食の衛生管理基準からすると、

もっとも大きな原則からはずれています。当日調理しなく

ていいのです。当日調理しないほうが普通というしくみで

す。クックチル用の調理をして、急速に温度を下げます。

チルド温度にします。それにより、凍結でない状態で衛

生的な菌が増殖しない、風味が落ちないと言われてい

る状態で保持し、供する直前に再加熱して出します。こ

れによりコストを下げ、献立のバラエティをつくり、衛生

的なものを出す。レストランやホテルなどで導入が進ん

でいます。これが近年、病院や介護などの施設など、

人によって献立が違うところで導入されています。京都市

の場合には、養護学校で出そうとやっています。衛生上

の問題、栄養の問題、食材や調理方法の制限の問題な

ど、さまざまな問題があります。

覚えておいていただきたいのは、クックチルという方法

と、ＰＦＩの丸投げ方式の延長上に、将来、学校給食が

完全に民間委託化されてしまったあとの恐ろしい状況が

見えてきます。大量にどこかでつくっておき、運んで、再

加熱して出すという方法ならば、コストはものすごく下が

ります。吉野家の牛丼やマクドナルドのハンバーガーの

ように均一なものを様々なバリエーションで出せます、そ

のかわり、調理方法は限られますということになりかねな

いような問題を含んでいます。これらが

2003年のトピックであり、運動として取り組んでいかなけ

ればならない問題でないかと思っています。

野田：それぞれの立場から、今、どんな問題意識を持っ

ているのか、どんな問題提起をしたいのかを話していた

だきました。今のクックチルや裁判などについて、あらか

じめ会場から発言していただく用意をしています。その

前に、各パネラーの発言に対し、もう少し理解を深めて

おきたいということについて質問がありましたら挙手をお

願いします。

■ＰＦＩ問題

会場（岡山市）：学校給食のＰＦＩについて、民間企業は儲

けがないと参入してこないと思いますが、どこで出そうと

してるのですか？

牧下：基本的に給食をつくることです。食材の購入、献

立の工夫、人件費の抑制などで利益を出そうとしますが、

資料を読むとそれだけではありません。最低食数が決め

られています。もし将来子どもが少なくなったりしたら、

現在対象外の学校を、そのＰＦＩセンターに振り分けたり

して最低食数を確保するとしています。子どもが減った

から事業が成り立たなくなることはありません。年間の最

低売上金額が確保されます。ですから、比較的利潤が

少なくても事業計画は立てやすくなります。まったくのゼ

ロから民間企業を立ち上げて事業を行うのに比べれば、

銀行や建設会社、調理会社などが出資して特別目的会

社をつくり運営するため、赤字にはなりにくく、売り上げ

が20年分確保されるため、あとは、人件費や原材料費

をどこまで抑えられるかというところで、利益が決まります。

大儲けはできないでしょうが、今の不況下で良い投資案

件にとらえられると思います。

野田：ＰＦＩは具体的な問題ですので、話が進めやすいで

すね。新潟市職員労働組合のイノマタミエコさんが会場

にいらっしゃいます。新津市職員労働組合の方も来られ

ていたのですが、この問題の関係で午後帰られたため、

代わりにお話しいただきます。

会場（新潟市）：学校給食調理員です。新津市は、新潟

市と隣接しています。新潟市も2005年１月に近隣12市町

村と合併します。新津市も当初合併する予定でしたが、

住民アンケートなどで、今回は新津市は合併しません。

しかし、いずれは合併するかもしれません。ですから、

新津市の問題は他人事ではありません。

新津市の労働組合としても、ＰＦＩの学習会を行ったり、

チラシ配布をして反対の取り組みをしてきました。署名活

動も市民５万人に対し、20000筆を集めました。新津市長

に提出しましたが、市長は、交渉に応じないという状況

です。ＰＦＩ方式になると、献立作成も食材購入もおまか

せで、安心できる給食ができるのか調理員としても心配

しています。現在の県費栄養士もＰＦＩのセンターには配

置されなくなります。栄養士と調理員は連携し、協力し

て、いかにおいしい給食を安全に、時間ぴったりに出す

ため毎日打ち合わせをしながら作っています。もし、ＰＦＩ

で民間に丸投げとなったらどうなるのか心配です。また、

アレルギーの子どもたちが増えています。学校、栄養士、
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調理員などで相談しながら、できるだけ個別の対応をし

てきていますが、ＰＦＩ導入されるとどうなるのか？ アレ

ルギーの子どもたちも、みんなと同じ給食を食べたいと

思っています。子どもたちの要望に現在は少しでも応え

ようとがんばっています。アレルギー対応の給食は本当

に気をつかう大変な作業です。きちんと打ち合わせをし

たり、点検・確認しながら作っています。このようなこと

がＰＦＩではできないと思っています。

合理化の問題に対して、調理員ががんばってやってい

ると、自分たちの職場を守るためにやっているだろうと思

われがちですが、私たち調理員は毎日子どもの顔を見

ながら給食を作っています。子どもたちのために安全で

おいしい給食を作ろう、信頼を裏切らないようにという気

持ちで毎日働いています。ＰＦＩ導入には絶対に反対して

いきます。自治労新潟県本部と一緒に戦っていきます。

保護者の方々、地域の住民の方々と一緒にがんばって

いきますので、応援をよろしくお願いします。

野田：ありがとうございます。関係するご発言はあります

か？

会場（香川県観音寺市の方）：ＰＦＩについて、香川県のあ

る市でもＰＦＩで給食施設の建設が計画されています。ＰＦ

Ｉは食材費や人件費で利潤を出すということですが、今の

学校給食について私の理解では、食材費は保護者負担

だと思います。食材費で利潤を追求できるのですか？

それから、ＰＦＩになったとき、たとえば、食材費を本当

に給食に使っているのか、保護者の監査請求はできるの

でしょうか？

牧下：新津市の場合には、新津市によるサービスの購入

です。保護者から食材費として給食費を集めますが、こ

れはＰＦＩでは、一度市の財政に入り、給食をつくる費用

や食材費は含めて、給食を購入する対価として特別目的

会社に支払われます。食材費として集めた金額が100％

食材購入に使われるかどうかというのは、特別目的会社

の問題ですから、市が食材の品質として指定した以上の

ものであれば、いくらで購入してもかまいません。この点

は、食材を自治体が買っている調理の民間委託とは違

います。

次に、ＰＦＩについてですが、たとえば、給食センター

などを建設し、保守管理するだけのＰＦＩの場合、島根県

八雲村がそうですが、調理は直営です。この場合、村

が給食センターを借りる家賃と保守料を建設・維持管理

の特別目的会社に支払い、そこから特別目的会社は利

益を出します。

先ほどのイノマタさんの話の補足ですが、新津市のＰＦ

Ｉ給食センターには、県費の栄養士は置けません。新津

市は置くつもりでいたのですが、新潟県や文部科学省と

しては、民間である特別目的会社が運営するところに、

県費の栄養士を配置することはできないと言ったためで

す。ここでも、新津市のＰＦＩは学校給食のあり方から矛

盾しています。これを新津市が強行しようとしています。

そのため、教育委員会に栄養士を置いて、献立を確認

しようとしているのです。

それから、監査請求は、市町村に対して行われるもの

で、民間企業である特別目的会社に対してはできません。

会場（佐賀市）：佐賀市の栄養士です。ＰＦＩについて、目

的が民間の優れた能力を発揮すると言われたのを聞い

て、私たち公務員はそんなに能力のない集団なのかと思

いました。そうではないと思います。直接子どもたちと接

して、学校給食を作っている立場の人間として、能力の

ない集団だと言われることに憤りを覚えますし、私たちが

評価されてこなかった現実があります。民間に移っていく

というのは、この時代のひとつの流れとは思います。し

かし、私たちは、学校給食法が目的とするものを、きち

んと見つめて仕事をすることが必要です。私の職場で調

理員さんは、自治労の組織には加わっておられません。

時には、子どもたちに対する気持ちが若干ずれているの

ではないかと思うこともあります。そういう現実の中、こ

こにお集まりのみなさまとともに、あらためて私たちが学

校給食にどのような思いで仕事をしていくべきか、確認し

たいと思います。

会場（福岡市）：福岡の調理員です。ＰＦＩ問題は、平成19

年度ぐらいから福岡でも具体的に出てくるかも知れないと

言われています。ＰＦＩには、給食費料金として保護者が

払う給食費を、市財政に入れ、サービスを買う料金とし

て支払うということでしたが、一般に、給食費は全部食

材費となっています。そして、献立管理委員会や現場で

検収・検品をしながら、確実に規格されたも
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のが入っているかどうか確認して給食を作っています。こ

のような行政の中で、点検・検収システムを作っていま

すが、ＰＦＩが、そういう機能を持たないのであれば、行

政として指定された食材の点検チェックはいったいどこで

するのでしょうか？

牧下：まず、ＰＦＩについて繰り返します。ＰＦＩにも、建物

だけ、建物と調理、新津市の建物・調理・食材購入・

献立案などいろいろあります。新津市の場合、新津市が

食材の管理権や作成権を事実上放棄していることが大き

な問題です。これは、今のところ新津市だけです。これ

はまずなんとしてもくい止める必要があります。建物だけ

であれば、不満もあっても、考える余地はあります。し

かし、ここに調理の民間委託もセットで入ってくると、ちょ

っと待てとなります。給食購入と言いながら、実は建設

費や管理費もそこに入ってきて、実質的に悪くなるので

はないかと心配になります。新津市の場合は論外となり

ます。ＰＦＩをひとくくりに考えないようにする必要はありま

す。

佐賀の福山さんが話されたことで言えば、まず、ＰＦＩ

を推進しているのは内閣府です。内閣府も国家公務員で

す。ここでも、みんなで自分は能力がないと言っている、

自分で自分の首を絞め、その結果、しょげちゃうという

のは悲しいなと、私も思います。

野田：新津の動きは私の目からも学校給食の否定としか

思えません。たとえば、昔、埼玉県庄和町で町長が突

然学校給食を廃止すると言って、大問題になり、私たち

も動きましたが、その後は動きはありません。同じように、

ＰＦＩについて内閣府が推進していることはありますが、新

津市の動きは今回特異的に出てきたのか、市町村合併

の関連などで普遍性があるのか、そのあたり、木村さん、

自治労としてどのようにお考えですか？

木村：新津市は、３月議会で契約の審議が行われるよう

な状況まで持っていかれました。手遅れのような状態で

す。自治労としても、最近把握したところです。一方で、

新津市のＰＦＩの動きは2000年頃からあったとも聞いていま

す。自治労も、これからこの件で文部科学省交渉を行う

予定にしています。自治労としても、この動きが全国的

に波及しないよう抗議行動も考えています。この問題に

取り組まないわけにはいきません。同じ調理員の立場で、

取り組んでいきます。情報がなかなか入ってこない感が

あり、明らかになるころには進んでいる状況があります。

市町村合併についても、各地で進んでいますが、合

併が決まってから自分たちの職場については考えればい

いと思っておられる方も多いと思います。しかし、市町

村合併についても、ＰＦＩについても、早く情報を入手して

おかなければ手を打つのが遅くなるということにもなりか

ねません。

合併について、鹿児島市の場合は、今のところ１市に５

町が吸収される方向です。１町が合併参加するかどうか

もめています。鹿児島市の場合は、単独校で、正規職

員ですが、周辺の町はセンターで、さらに、周辺には臨

時職員や民間委託がされています。今は、鹿児島市で

合理化が起きないように思っていますが、水面下で何が

起こっているのか、当局は何を考えているのか分かりま

せん。しかし、新聞などで突然自分の自治体のことが発

表されるということがないとは言えません。

どの市町村でも、合併協議会が進められているところ

では、自分たちの職場で、周囲の市町村の情報を集め、

情報交換をする場を作っていただく必要があります。ＰＦＩ

についても、何も起きてなくても、これから先のことを推

測して取り組める状況を作っていただき、何かひとつで

も情報があれば、自治労本部などと連携して考えていく

ことができます。

新津市のことについて、できるだけのことをやるつもり

ですが、みなさんの職場でもそういう情報を集めるような

努力をしていただきたいと思います。

野田：会場の発言だけでも、香川、福岡でＰＦＩのことが

言われています。ＰＦＩについては、規模や形式などさま

ざまなことがあります。民間委託のひとつの形態として出

てきたことは確かです。これにどのように立ち向かってい

くのか事例を積み上げていく必要があります。新津市の

場合、たまたま学校給食ニュースに情報をもたらしてくれ

た保護者の方がいらっしゃいました。その方の情報を元

にみなさんにお知らせすることができています。みなさん

の方もぜひ情報を集約していただき、この問題を共有し

てください。

時間の都合で、次のテーマに移ります。

裁判についてですが、杉並区の川久保さん、杉並区

の裁判の状況を説明していただけませんか？
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■杉並区の裁判、判決に向かって

会場（杉並区）：先ほどの民間委託の行き着く先の話や、

午前中の遺伝子組み換えの話を聞くと、人間というのは

何という愚かな存在だろうとあらためて思います。緑を破

壊し、水を破壊し、生態系を破壊し、食を破壊し、子ど

もの未来を奪っていく。これ全部人間が行っていることで

す。私はこれをくい止めるのも人間だからがんばってい

きたいと思います。杉並の給食裁判は、１月

21日に結審しました。やることは全部やったと肩の荷が

少々下りました。４月16日に判決が出ます。どのような判

決が出るか、不安も少々抱えています。なぜ裁判に持ち

込んだかというと、私たちはあきらめと沈黙は絶対に拒

否をするという立場です。給食民間委託問題は、労働運

動や住民運動、議会、ＰＴＡ関係者などいろんな立場で

取り組まれています。私は、住民運動の立場からやりま

したが、靴の上から足をかくようなもどかしさをずっと感

じていました。それは、行政の手法が手に取るように分

かるからです。いろいろ言っても、最後はあきらめる、

沈黙するという行政の読みが見えていたから、私たちは

絶対に拒否し、あらゆる可能性を求めて民間委託をスト

ップさせよう、それが裁判の道にたどり着いた一番の理

由です。裁判というリングに上がると、あいまいさは存在

しません。私たちのＫＯ勝ちか、大差の判定負けで、ド

ロー、引き分けはありません。だから、大いに活用して

ＫＯ勝ちに持ち込もうと思っています。結審となり、２つの

点がクリアできれば、杉並の給食裁判は勝つと思ってい

ます。ただ、この２点はたいへん大きな問題です。

ひとつは、自治体の裁量権の問題です。給食を民間

委託をするかしないかというのは、区長が勝手に決めて

いいという権利です。これを議会が承認し、契約に重大

な瑕疵がなければ、そもそも住民が口を挟む問題では

ないというのが、一昔前までの住民訴訟に対する考え方

です。ところが、近年、新聞などでこのような住民訴訟

に対して裁判所が変化している。名古屋高裁金沢支部

のもんじゅの停止でした。国家政策の根本に関わるよう

な問題に対しても裁判所が堂々と停止命令を出しました。

東京地裁でも小田急高架訴訟があります。二審では負

けましたが、国を断罪しています。この住民訴訟に対す

る裁判所の変化に行政側も危機感を抱き、裁量権があり、

議会で承認され、契約に重大な瑕疵がなくても、地方自

治体はその施策について、住民や裁判所など外部に説

明できなければいけない、説明が十分にできないという

ことは、ずさんな判断で施策が行われたということになる

ので気を付けろと各自治体に伝わっています。

もし、裁判所がこの裁量権に一歩でも踏み込んできた

ら、私たちは勝ちます。

千葉県市川市の場合は、裁量権に入る前に門前払い

されています。

もうひとつ、東京地裁がもし、民間委託が違法あるい

は著しく不当であるとの判決を出すと、全国に大きな影

響を与えます。もんじゅの差し止めよりもっと大きな地域

への影響となるでしょう。それに東京地裁が足を踏み込

むことができるか？

この２つの条件だけです。

詳細は時間がありませんが、１点だけ経費の問題です。

３年前、ここで民間委託の経費問題の説明会がありまし

た。そのとき、私も考え方が合うかどうか判断するのに

参加し、同じであることを確認しました。計算式を作り、

詳しく裁判所に提出しました。杉並区の場合、国基準プ

ラス杉並で非常勤を配置しています。どう計算しても、

民間委託の方が15年間、20年間で14～20余億円の経費

増になります。国基準で経費削減になるという説明があ

り、民間委託を導入、導入検討しているところの給与担

当者に確認すれば分かります。

裁判所は、被告と原告の書面を見て、被告である杉

並区の言い分はでたらめであるとの印象を持っていると

思います。

学校給食法の問題ではなかなか難しいです。労働者

派遣法の問題では、請負契約ではなく、偽装請負であり、

禁止されている製造業の労働者派遣であるという私たち

の主張は、黒に近いグレーゾーンまで持ち込んできてい

ると思います。

４月16日、判決を迎えますが、ぜひ勝利して、桜の下

で、子どもたちに向かって、「どうだ杉並の子どもたち、

お父さん、お母さんもやるだろう」という勝利の乾杯をし

たいと思います。

最後にお願いです。裁判費用がかなりかかります。最

終書面や準備書面などの資料集を出しています。これを

買っていただき、少しでも裁判費用にあてたいと思いま

す。ご協力お願いします。

野田：ありがとうございます。裁判に関する文書はとても

読みにくいのですが、市川市も杉並区も目標を立て、獲

得課題を設定して学校給食の民間委託ではいけないとス
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タートし、地域で戦っています。中身ひとつひとつをみ

んなで共有するのは無理かも知れませんが、ぜひ、読

んでいただき、共有していただきたいと思います。

次に、佐賀市の裁判の問題を話していただきます。

■佐賀市の民間委託裁判

会場（佐賀市）：佐賀市は職業安定法と労働者派遣法を軸

に裁判を戦うという軸を弁護士と立てました。私も裁判に

関わっています。佐賀市の場合は、市民に調理員さんの

賃金はこんなに高いんだというところからはじまりました。

この不況下にこんなにもらっている職種があるものかと、

市の広報が流しています。きわめて悪質なスタートでし

た。私たちは裁判闘争しかないと、裁判に持ち込みまし

た。市川市からも来ていただいて話を聞きました。高裁

での控訴棄却の報告となりました。佐賀市の裁判は何か

気合いが入らない形でスタートしましたが、現在２回の審

理がありました。昨日、２回目があったばかりです。今

の杉並区の結審後の予定を聞いて、リレーのようにこの

運動が進んでいけばいいなと思っています。私たち佐賀

市の闘争団はこれから動きを作っていかなければならな

い状況です。杉並区の方にも今後ご相談させていただき

たいと思います。

佐賀市の裁判は自治労の地方自治研究所の方が原告

としてやっています。裁判費用ももちろん、情報が少な

いこと、弁護士も学校給食そのものを勉強しようというと

ころです。牧下さんにも相談しながらやっていきたいと思

います。よろしくお願いします。

野田：ありがとうございました。民間委託になって、行

政のあり方はおかしいではないかというところから、市川

市の裁判はスタートしました。監査請求をして住民訴訟

という流れで、私たち全国学校給食を考える会も側面支

援してきました。原告になっていただいたのは、現場の

方ではなく保護者でした。市民の側です。なぜ、そうい

う方が民間委託に反対したのか、そのあたりの気持ちを

くみ取っていただき、現場の方がそれぞれの地域で保護

者や市民と関係を深めていただきたいです。そういう気

持ちのくみ取りがなければ、地域での学校給食運動の

取り組みは広がりがもてません。訴訟までしてもがんば

っていくという人たちも少ないですが、必ずいます。

■山形県長井市のセンター委託問題

会場（山形県長井市）：調理士をやっています。長井市で

も行革を根拠に学校給食調理場が委託されようとしてい

ます。昨年12月に３年契約１億５千万円が12月議会で賛成

多数で可決、４月より委託の方向です。行革で経費削減

になるとのことで進められていますが、現実は人件費の

削減にはとうてい及ばないものです。教育委員会と庁内

の検討会でも単年度で2000万円の持ち出しがあると報告

されています。にもかかわらず、市長は民間にまかせら

れることは民間にしてもらうという強い考えで強行してい

ます。教育委員会は本来、学校給食はどうあるべきかを

考える場であり、協議しなければならない場なのですが、

議論のないまま、行革という市長の意見にのっています。

学校と調理、調理場の関わりが、今でさえセンター方式

などで少ないのに、ますますなくなってしまうことはすごく

懸念しています。食教育は、今まで通り、栄養士、調理

士、学校が連携して取り組むべきであり、行政が責任を

持っていくことだと思います。

保護者説明会では、3000人の児童の保護者がいるに

も関わらず、説明会には全部で100人も来ていませんでし

た。長井市では、地域を巻き込んだ運動ができない地

域なので、地域の関わりをどのようにすればいいのかア

ドバイスをいただきたく、大雪の中やってきました。今後、

子どもたちの給食を守るため、全力でがんばっていきま

すので、全国の仲間のみなさん、ご支援、ご助言をこれ

からもよろしくお願いします。

野田：民間委託との攻撃を受けて住民との連携がなかな

かできません、いい方法があったら教えてくださいという

ことでした。

■福岡県久留米市の民間委託問題

会場（福岡県久留米市）：久留米市の学校給食を考える会

です。昨年、ここでいい方法について考えましょうという

ことで終わっていました。この１年、久留米市でも民間委

託化は進んでいます。とりあえず郡部の３校からはじめる

ということで、議会では全員が賛成し、進みました。請

願活動をやろうとしましたが、議員からストップがかかり

ました。請願をここで出すと否決され、安全性を言って

いきたいのに、それもできなくなるので、調理の民間委

託はＯＫした上で、安全性の確保をどのように確保する

かを追求しようということでした。市議会選挙があり、市

民の代表として通った人なので、残念でし
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た。久留米市は、今まで私たちが言ってきたすべてのこ

とをクリアすると、調理だけは民間委託だが、食器の問

題も、単独校に戻す問題も、安全性も、遺伝子組み換

えもすべて対応するからこれほどいいことはないではない

かと言っています。しかし、今日のＰＦＩの話などを聞いて

いると結局、そこに行き着くのだと確認しました。また、

持って帰って運動のやり方などを考えていきます。私たち

があてにしていた議員たちも、ＰＴＡやＮＰＯにまかせると

か、地域の活力を生かすとかおっしゃいます。地域のお

母さん達を調理に巻き込んでいけばいいとも言われま

す。なかなか難しい運動展開ですが、教育が民間委託

になってはいけない、経済効率だけを言われてはかな

わないと、親としてがんばっていくつもりです。あとは、

訴訟しかないのかなと思っています。

野田：こういう志を地域で共有するというのが運動の基本

だと思います。

■長野県大町市、自校式継続を確認

牧下：まず、新津市の話です。2000年にセンター建設の

計画があり、土地取得の問題で一時中断していました。

それが、2002年に突然、新たな方針が出てＰＦＩという単

語が登場し、12月中には業務仕様書が公開されるところ

まできました。2003年１月から労働組合としてビラまきなど

の活動がはじまり、それで市民が知って反対運動ができ

ました。私は、そこに呼ばれたのです。そういうように短

期間で動いています。

長野県大町市で、2003年９月に自校直営方式をセンタ

ー化する、民間委託化も合わせて検討する、その検討

委員会は２カ月で終わらせるとなりました。それを市職員

労働組合から聞いた市民が集まりました。ところが、運

動をはじめたら、取り組んだ地元出身の方に嫌がらせが

入るなどのことがあり、東京や大阪から転居してきた方

が運動の中心になって活動しました。この運動のきっか

けになった日に呼ばれました。そこで、２カ月しかない

から、むしろ楽だという話をしました。とにかく、徹底し

て、署名活動、議会などに話に聞きに行き、誰が何を発

言したか、口コミで伝え合いましょう。それをやったら、

議員なども変なことが言えなくなります。幸い、大町市で

はその後、この取り組みのテンポがよく、人口３万人のと

ころ１万の署名を集め、すべての議会や委員会を保護者

が傍聴し、なんとか、センター方式はほぼ撤回されまし

た。この後、自校方式の中で、民間委託という問題は残

りますが、少なくとも成果を上げています。

そのような動きは各地にあります。よく聞かれるのが、

労働組合と市民の運動の連携についてです。私は、一

緒になる必要はないと思います。労働組合には労働組合

としての立場、考え方、情報の集め方、交渉のしかたが

あります。市民には市民のやり方があります。大切なの

は、お互いに認め合って、議論と情報交換だけはしっか

りやり、お互いの立場は尊重すべきです。これがやれる

とうまくいくし、やれないと運動の連携はうまくいきません。

野田：時間が近づいています。宮本さん、木村さん一言

ずつお願いします。

宮本：ＰＦＩの問題です。昨年３月、元財務大臣の塩川さ

んが、東京のある学校を視察しました。ある民間会社の

経営者が、食材も献立も委託すれば、今の経費の２分

の１でやりますという提言だか個人的発言がされていま

す。すでに水面下では、こういう話が出ています。給食

費の内訳を明確にしろと言っても、半分のコストでできる

なら、ちょっとでも現状よりよいようなことをすれば、政

治的には問題にならないと考えているのでしょう。しかし、

そこでは縦割り行政と同じで、学校給食の中に新たなセ

クションを作ってしまうことになります。話をできないセク

ションができてしまいます。調理の民間委託は、法律に

沿ってはできていないのが現状です。本来は仕様書で

委託業務をお願いすべきことですが、同じ現場で働いて

いますので、当たり前のように会話をしており、委託側の

我々が、受託者の会社に押しつけるのがまかり通ってい

ます。

最後にひとつ、1986年にＷＨＯのヘルスプロモーショ

ン国際会議で、自らが健康をコントロールし、改善する

プロセスを決めて、社会が子どもたちのために弁護・養

護しましょうということを決め、日本でも批准しました。そ

の健康の基本的な条件として平和・住居・教育・物資

・収入・安定した生態系・資源・社会性があって、そ

れを促進する要素として政治的、社会的、文化的、環

境的、行動学的、生物学的なものが必要であるが、阻

害する条件にもなるとうたっています。本質的に国が取り

違えているのは、まさに養護していく条件である当局が

阻害条件だということだと思います。2000年までに健康に

なりましょうという約束が取り交わされていました。

学校給食ニュース 61号 2004/4/20
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学校給食は、家庭の食事であると考えています。家庭

の食事は、今でこそ持ち帰り弁当なのかも知れませんが、

私が子どもの頃には、朝、台所の音、まな板の音がし

て、味噌汁の香りがして、寝ながら、今日のご飯は何か

なと考え、起きたという思い出があります。自校方式に

顔の見える調理員さんがいて、今、こんな香りがしてい

る、音がしている、４時間目近くになると給食が食べたく

なって授業なんかどうでもよくなるのが子どもの心理だと

思います。そして、食べたときに、働いている調理員さ

んに対し、今日のはおいしかった、今日のはこないだの

よりこんなだったよ、今度はこうしてね、というような会

話ができる存在です。担任に対してはいつもいい子でい

たいでしょう。子どもにとって、栄養士にはなんだか分か

らないけれど学校にいる人です。しかし、この３者がいつ

も職員室で会話ができます。子どもは、しゃべりやすい

からと話す先を選択します。そういう関係性は民間委託

ではできません。直営で、一緒に子どもと学校行事を見

続けている方にしかできない学校給食運営があります。

そこには、経済論理だけでは成り立たないものがあると

思います。

木村：パネルディスカッションに参加させていただき、会

場のみなさんのご意見をいただいて、私たちの思いは同

じだなと実感しました。宮本さんからも現場の話が出まし

たが、調理員として鹿児島市の小さな単独校で働いてい

ます。子どもたちの顔を見て給食を作っています。「今日、

給食何？」とか聞かれます。利益や営利の目的を持たな

いで、子どもたちのためという観点だけで給食をつくれる

のは、直営だからこそだと思っています。みなさんも、こ

の四者共闘も同じ認識だと思います。私たち学校給食部

会もお力になれるようこれからもがんばります。

情報はなかなか入ってきません。自治労でも、諸集

会を行っています。そういう場で、単組の事情、情報を

話せるように情報を持ってきてください。恥ずかしくはあ

りません。私もこのような場に座っていますが、一調理員

です。現場の同じ人間です。私たちのところでも、こん

なこと言っていいのかな、と思うことはあります。どこでも

同じです。できるだけ、みなさんと情報を共有し、助け

合えるところは助け合う場を作っていきたいと思います。

野田：最後に、どうしても発言をしたいという方に発言い

ただきます。

会場（武蔵野市）：東京都武蔵野市の給食調理員です。

先ほど、長井市の合理化の話がありました。この集会が

はじまったとき、演壇に立って地労委提訴して勝利して

みんなに拍手されたのが、長井市でした。子どもたちの

学校給食をめざして、というのが、本集会のテーマにあ

ります。1985年４月１日には「福岡の学校給食はどうなる

の」というパンフレットがありました。神奈川や北海道の

パンフレットもあります。中身は、食の安全性をうたって

います。現場にお願いしたく、私たちがやっているのは、

合理化通知が出たときに、協議会をもうけました。小委

員会では、環境ホルモンや農薬の取り組みをしています。

農薬の中に、環境ホルモン系のものがあります。今回、

小麦の問題で遺伝子組み換えが出ましたが、昔はクロ

ルピリホスメチルという農薬で子どもの脳を傷つけるもの

の問題がありました。今回、農薬を検査したところやはり、

輸入小麦から環境ホルモン系の農薬が出ています。厚

生労働省や文部科学省にまかせるのではなく、自分たち

で図書館に行けばいろんなことが分かります。こういう取

り組みをやるのが、公務員がやる学校給食だと確認して

います。過去にある事件も含めあらためて勉強していた

だきたいと思います。

また、野田さんや牧下さん、あるいは里見宏さんなど

もいて、講習を受けています。彼らが言っていることをひ

とつでも職場で実践したことがあるでしょうか。20年前か

ら進歩していないのは、そういうこともあるのではないで

しょうか。

長井市に助言は必要です。しかし、長井市が民間委

託されても、ひとりでも直営の調理員が残ったら学校給

食はよりよいものにしていくことができるという方針でもっ

て、最後まで戦って欲しいと思います。

会場（三重県）：久居市で清掃をやっています。学校給食

の民間委託を阻止してきた報告をさせていただきます。

交渉の中で、市川市が住民訴訟を起こしていることを話

し、三重県の三教組と連携し、何回も交渉し、最後には

地労闘争まで行き、行革大綱を見直させ白紙撤回するこ

とができました。

野田：最初に話を聞きたかったです。そういう話でしたら

遠慮なく手を挙げてください。

学校給食ニュース 61号 2004/4/20
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会場（埼玉県庄和町の方）：元教員です。食べる立場から

話をさせていただきます。食材の問題に関心を持ってい

ます。私は玄米菜食です。私は子どもの頃、配られた給

食の肉を捨てて親が呼び出された経験を持っています。

私は動物を殺して食べるということを良心が許しませんで

した。小学校３年から肉食はしていません。植物性のタ

ンパク質だけで生きていけます。菜食で過ごしたいとい

う生徒がいたら、そういう食事をとれるよう、好き嫌いは

だめだから肉を食べろと強制されないような給食のあり

方は保証されているのか、人権は保証されているのかと

いうことです。

野田：少なくとも、様々な理由があって食べることができ

ないということは尊重されるべきだと思います。それがど

こまでできるかというのは制度の問題です。

会場（栃木県）：私は、まもなく子どもが小学校にあがる

父親です。かみさんに言われ、これからの給食のことに

ついて子どもが学校に行く前によく勉強してこいと言われ

て参加しました。

みなさんのご苦労や問題についてよく分かりました。た

だ、地場産の問題ですが、家の近くでも、規格がそろ

わないとか、数が分からないとか、調理士さんが使いづ

らいからだめという話がよくあるそうです。そうなると、

民間委託と同じではないかと思います。わがままなのか

も知れませんが、規格とか数量がそろわないというのは

農産物ですから当たり前のことです。工業原料のような

形で食材を仕入れていては、ＰＦＩや民間委託と同じで、

そちらに行ってしまいます。子どもの教育、食育を考える

のであれば、もののできる過程や生育しないこともある

ということも子どもによく教えていっていただければと思

います。

今日の話で、食べもののことを考えたら、給食より弁

当の方がいいのかな、といろいろ思うこともあります。そ

うは言っても、家庭でできるのかといったら、そうは簡単

にできません。給食にばっかり食の教育をまかせるつも

りはありません。家庭でも朝食なり夕食なりで食教育は

するつもりですが、みなさんのこれからのご活躍を期待

しています。ありがとうございました。

野田：ありがとうございました。今のような話を、ぜひ、

お子さんがあがった小学校でどんどんぶつけてください。

そういう保護者の意見がいっぱい出てきて、いい緊張関

係ができて、学校給食の現場との関係もいいものができ

ると思います。

文部科学省交渉の経過報告がありました。10年ぶりに

やりました。こういう質問をぶつけたら、こういう答えが

返ってくるだろうというのは分かっています。それでもや

りました。やることによって、文部科学省に伝えておくべ

き意見はきちんと伝えておくという姿勢、緊張関係をつく

っておく必要があるだろうということです。

この交渉の中で、「設置者の判断」という言葉がたくさ

んでました。我々の側から見ると「分権」のことです。

国がどう言おうと自分たちの自治体ではこういうやり方を

やってみたいということを、意見をまとめていけばよく、

独自の学校給食ができるということでもあります。そうい

う分権的な発想をみんなで持ち寄り、意見交換し、さら

によいものにしていくというのが、こういう場所のあり方だ

と思います。ぜひ、めげずに各地でがんばってください。

我々はいつも食は命の糧であると思っています。給食

は教育そのものであると思っています。教育が経済効率

だけで何か悪い方向にいくのは許せないという気持ちは

強いんです。それはみな共通だと思います。その気持ち

で、裁判などをがんばっています。私たちの仕事は、こ

ういう場をつくり、情報を提供することです。

また１年間各地で、情報を持ち帰ってもらい、活動を続

けていただき、毎年同じことを言っていますが、来年も

集ってください。ありがとうございました。

学校給食ニュース 61号 2004/4/20
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最近のできごと 委託・合理化関係

200４年３月の新聞・投稿・情報提供より

今回は、委託・合理化関係のみ掲載します。

●福岡県前原市、センター化を求める市教委

が市長と対立

●福岡県北九州市、委託反対教員に圧力

●北九州市、民間委託で市教委が保護者の賛

否リストを作成、説得電話まで

●広島県総領町、町が委託会社を設立

●山形県寒河江市、中学給食導入を求める声

に、市側が拒否

●千葉県東金市の民間委託について

保護者の方から情報です。

ある日、突然「４月から給食は民間委託になります」

という学校からのお知らせにびっくりしました。数日後、

教育委員会からもお知らせが１枚、「まったく問題ない」

という簡単な説明文でした。こんな大事なことが、１枚

の簡単な説明の手紙だけというのに納得できず、学校

に連絡すると、「もう決まっていることで、学校が決め

たことではないので、教育委員会に聞いて欲しい」と

のこと。教育委員会に連絡すると「調理は教育とは関

係ないものだ」と、単に質問しただけなのにうるさがら

れてしまいました。

すでに、いくつかの学校が民間委託となっており、

数年後にはすべての学校が民間委託されることも知り

ませんでした。

知り合いの母親たちにどう思うか聞いてみても、皆「内

容は変わらないんだし、決まったことだし、財政が苦し

いからしょうがない」などの答えがほとんどです。教育

現場で民間委託をするということに対する違和感は私だ

けが感じているのでしょうか。

学校給食ニュース補記：千葉県東金市の民間委託状

況について、東金市ホームページ関係での情報はない。

●三重県名張市の民間委託問題

情報を提供を受け、学校給食ニュースまとめ。

三重県名張市は、市内18小学校の学校給食調理を

民間委託する方針をしめした。朝日新聞03年11月７日

付によると、04年度にモデル校１校を委託、05年度より

順次、調理の民間委託に切りかえるとしている。三重

県では、調理の民間委託計画は名張市がはじめて。

名張市は、コスト削減、学校給食の質の維持などを

かかげ、03年11月12日付で、保護者に対し、「小学校

給食・一部民間委託について～学校給食のさらなる充

実を目指して」と題する文書を配布、賛否を問う意見

用紙を添付した。また、2004年２月号の市広報で委託

がコスト削減であり、質は変わらないとした説明を行っ

ている。

これに対し、名張市ＰＴＡ連合会は、03年10月の時

点で、保護者に委託問題についてのチラシを配布し、

拙速な結論づけや議論の方法、コスト削減論での委託

について疑問を投げかけている。それによると、02年1

1月に中学校給食を考える目的での「学校給食システ

ム検討委員会」が設置され、そこで03年８月になって

小学校給食調理の民間委託について市から提案があっ

たとしている。

名張市職労現業評議会も、教育委員会と協議を行い、

民間委託導入が保護者への情報提供や、食の安全性、

教育効果など民間委託導入後の議論が十分に行われ

ておらず、一度民間委託が導入されれば、直営に戻

すのが難しいこともあり、各方面での十分な議論が必

要であると訴えています。

学校給食ニュース 61号 2004/4/20
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情報シート
地域で取り組まれている課題や実践例をぜひ発信してください。

（例：課題～民間委託、センター化、プラスチック食器、アレルギー・アトピー、
遺伝子組み換えや環境ホルモン、食中毒・異物混入・衛生管理など

実践～給食の教材化、給食だより、献立の工夫や食材の工夫、地場の素材の使用、
衛生管理や労働環境の工夫、学校内での子ども、保護者、他の職員に向けた情報発信の工夫、
地域との交流、民間委託やセンター化での議会対応など）

ここに記入していただくか、文書などは実物を送ってください。

送り先 〒106-0032 東京都港区六本木6-8-15 第２五月ビル２階 全国学校給食を考える会

ＴＥＬ03-3402-8902 ＦＡＸ03-3402-5590 E-mail maki@jca.apc.org

記入者名 団体名

ご連絡先（電話・FAX・e-mail）

ご住所（または、都道府県・市町村名）

私は、 栄養士 調理員 保護者 その他（ ）です。

ニュースに掲載する場合、名前は 掲載可 掲載不可（匿名） です。
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